相続支援コンサルティング業務委託契約書

（委託者）　　　　　　　　　　　（（以下「甲」という）と（受託者）　　　　　　　　　　　　　　
（以下「乙」という）は、以下のとおり業務委託契約（以下「本契約」という）を締結する。

（委託業務）
第１条　甲は、乙に対して、以下の業務（以下「本件業務」という）を委託し、乙はこれを受託する。

　本件業務：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　２　甲と乙は、前項の本件業務につき、署名欄記載の相続支援コンサルタント（公益財団法人日本賃貸住宅管理協会認定登録）が担当することを確認する。
　　３　前項の担当者は、甲の求めに応じて、登録証を提示しなければならない。

　　４　第2項の担当者に変更があった場合には、乙は速やかに甲に通知する。

（委託料および支払い）
第２条　本契約に基づく委託料は金　　　　　　　　　　円（消費税別）とする。

　　２　本件業務にかかる交通費等の経費は、原則として乙が負担するものとする。ただし、遠隔地出張など多額の経費を必要とする場合には、事前に甲の承諾を得ることを条件に甲が負担する。

　　３　乙が本件業務の遂行のためにその他の費用を要す場合は、甲がこれを負担する。ただし、乙から甲へ事前に承諾を得たものに限るものとする。

　　４　甲は、第１項に定める委託料の２分の１を着手金として業務開始前に、残金を業務完了後の翌月末までに乙の指定する銀行口座への振込みにより支払うものとする。なお、振込みにかかる手数料は甲の負担とする。

（処理状況の報告及び調査等）
第３条　甲は、随時乙に対し本件業務の遂行状況等の報告を求めることができるものとし、乙は甲からの求めに応じて速やかにその報告を行うものとする。

（再委託）
第４条　乙は、本件業務の全部又は一部を、甲の事前承諾なしに第三者に再委託してはならない。
　　２　乙は、前項に基づき本件業務の全部又は一部を第三者（以下「再委託先」という）に委託したときは、本契約に基づき乙が甲に対して負うものと同様の義務を再委託先に負わせるものとする。

　　３　乙は、再委託先に委託した業務の全部又は一部を、再委託先から更なる第三者へ再委託させてはならない。

　　４　甲は、必要に応じ、乙に再委託先の見直しを求めることができるものとする。

　　５　本契約が終了したときは、再委託先に対する本件業務の再委託も同時に終了する。

　　６　乙は、再委託を中止する場合は、甲にその旨を事前に通知しなければならない。

（権利の譲渡禁止等）
第５条　甲及び乙は、本契約において別段の定めがある場合を除き、本契約により生じる権利、義務の全部または一部を相手方の事前の承諾なく、第三者に譲渡し、継承させ、または担保に供する等してはならない。

（守秘義務）
第６条　甲及び乙は、本契約期間中はもとより終了後も、本契約に基づき相手方から開示された情報を守秘し、第三者に開示してはならない。但し、次の各号のいずれかに該当する事項についてはこの限りではない。

1 相手方から開示される以前に公知であったもの
2 相手方から開示された後に、自己の責めによらず、公知となったもの
3 相手方から開示される以前から自己が保有していたもの
4 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負わずに知得したもの
5 第１条の業務に必要な範囲で、甲の役職員、弁護士、公認会計士、税理士、不動産鑑
定士、建築士及び不動産査定会社等に対して、秘密情報を開示し、使用させる場合
6 裁判所からの命令、その他法令に基づき開示が義務付けられる場合
（損害賠償責任）
第７条　甲又は乙は、本契約に違反したことにより相手方に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。

（不可抗力）
第８条　天災地変その他不測の事態の発生等、甲乙双方の責に帰することができない事由により、委託業務の全部または一部の履行が遅延または不可能となったときは、甲乙双方本契約の違反とせず、その責を負わないものとする。

（解除及び期限の利益喪失）
第９条　甲又は乙が以下の各号のいずれかに該当したときは、相手方は催告及び自己の債務の履行を提供することなく直ちに本契約の全部又は一部を解除することができる。なお、この場合でも損害賠償の請求を妨げない。

1 本契約及び本契約に付随して取決めた約定事項に違反したとき。

2 相手方の社会的信用を著しく毀損したり、損害を与えたりした場合、又はその恐れがあるとき。

3 破産、民事再生、会社更生、又は特別清算の手続開始決定等の申立てを為したとき。

4 手形、小切手につき不渡りを出し、若しくは手形交換所の取引停止処分を受け、若しくは支払停止又は支払不能に陥ったとき。

5 資本の減少、営業の廃止若しくは変更又は解散したとき。

6 動産、不動産、債権その他一切の財産につき、仮差押え等の保全処分若しくは差押え等の強制執行がなされたとき又は公租公課の滞納処分を受けたとき。

7 監督官庁から営業停止、営業許可の取消処分を受けたとき。

8 資産、信用及び支払能力等に重大な変更を生じ、又はその恐れがあると認められる相当の事由があるとき。

9 その他本契約を継続し難いと認められる相当の事由があるとき。

10 相手方に対する詐術その他の背信的行為があったとき。

　　２　乙が前項各号のいずれかに該当した場合、乙は当然に本契約及びその他の甲との間で締結した契約から生じる一切の債務について期限の利益を失い、乙は甲に対して、その時点において乙が負担する一切の債務を直ちに一括して弁済しなければならない。

（契約期間）
第１０条　本契約の有効期間は本契約締結日から1年とする。
　　２　本件業務が終了し委託金の精算が完了した場合、本契約は終了するものとする。
　　３　期間満了の１ヶ月前までに、甲・乙いずれの側からも書面による意思表示がなく、かつ、期間満了までに本件業務が完了しなかった場合は、期間を更に１年間延長するものとし、以後も同様とする。
（協議解決）
第１１条　本契約に定めのない事項又は本契約の解釈に関し当事者間に疑義が発生した場合には、甲乙誠意をもって協議を行い、その対応を決定する。

以上のとおり本契約が成立したので、その成立を証するため本契約書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各１通保有する。
平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

委託者（甲）　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　
受託者（乙）　住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　　　　　　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　三　好　　修
　　　　相続支援コンサルタント　 氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
登録番号
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